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Ⅰ．手続実施基本契約の締結状況   

2025年 6月末現在、金融庁公表ベースの貸金業者

における手続実施基本契約の締結状況につきまし

ては、1,467 者が締結済みで契約率は 99.5％です。 

 

 

 

Ⅱ．相談・苦情・紛争の受付状況（2025 年度第１四半期） 

１.相談受付状況 

「一般相談」では、借入希望や借入先等の相談である「融資関連」が 424 件と 116 件減少しました。 

「多重債務関連相談」では、「貸付自粛制度」に関する相談・問い合せ等が 1,152 件と最も多く、次いで 

支出増・収入減等に起因する「返済困難」に関する相談が、354 件でした。 

(単位：件）

2024年度
第１四半期計

2025年度
第１四半期計

増減 4月 5月 6月

540         424 -116 125 147 152 

74           75 1 34 15 26 

23           20 -3 11 3 6 

194         219 25 78 63 78 

4             - -4 - - - 

373         388 15 142 117 129 

1,208      1,126 -82 390 345 391 

貸付自粛・本人 529 552 23 198 170 184 

貸付自粛・本人以外 715 600 -115 188 199 213 

1,244 1,152 -92 386 369 397 

361 354 -7 121 122 111 

36 50 14 15 18 17 

1,641      1,556 -85 522 509 525 

2,849      2,682 -167 912 854 916 

2,641 2,423 -218 928 837 658 

総合計 5,490      5,105 -385 1,840 1,691 1,574 
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   （単位：者） 

  財務局 都道府県 合計 

登録業者数          251        1,224        1,475  

締結数          251        1,216       1,467  

※廃業時期等により、登録業者数と締結数に差異が生じる事があります。 
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２．苦情処理手続受付状況 

苦情処理手続受付件数は 10 件で対前年度第 1四半期比 8件減少しました。 

信用情報に関連する「個人情報」が最も多く、「請求業務」や「契約内容」が続きました。 

（単位：件）

2024年度
第１四半期計

2025年度
第１四半期計

増減 4月 5月 6月

請求業務 6 2 -4 2 - - 

融資関連 6 1 -5 1 - - 

事務処理 3 - -3 - - - 

契約内容 2 2 - - 1 1 

個人情報 1 4 3 2 1 1 

帳簿の開示 - 1 1 1 - - 

その他 - - - - - - 

合　計 18             10 -8 6 2 2 
 

※請求業務 → 債権回収業務における不満 

※融資関連 → 審査結果、審査手続・対応等への不満 

※事務処理 → 必要書類の説明及び電話対応時の説明等への不満 

※契約内容 → 契約・約款に従った業者の説明や対応、契約否認、契約内容やその取扱いに関する不満 

※個人情報 → 個人信用情報登録の同意の確認不備等への不満 

※帳簿の開示→ 開示に関する不満 

 

主な苦情処理手続事例 

  ※申立人のプライバシー保護の観点から、実際の自案の本質を損なわない範囲で編集しています。 

類型 帳簿の開示 

申立

内容 

Ａ社を利用していた家族が亡くなったため、相続人としてＡ社に全額返済する旨を申し出て、取引

履歴の送付をお願いした。しかし、届いた書面を確認すると直近２ヶ月分の利用明細のみで、こちら

が希望した内容の書面ではなかった。 

そこで改めて取引履歴の送付を求めたが、Ａ社からは「対応できない」との回答であった。他の相

続人に確認してもらうために必要と説明するも対応は変わらなかった。 

処理

結果 

【相手方から回答】 

取引履歴の開示請求ではなく、全額返済時の請求明細の請求と誤解していた。当初からの認識に齟

齬があったことが原因だったため、担当者からの謝罪と、すべての取引履歴の開示が可能であること

を説明する予定。 

協会より、申立人の要望を正確に把握し、丁寧な対応をする様に要請。 

【申立人へ回答】 

担当者がお詫びと希望する書面の送付及び説明の連絡を差し上げたいと要望していることを伝えた

ところ、申立人より謝辞の言葉をいただき協会の対応を終了した。 

 

３．紛争解決手続（ADR）受理状況 

「紛争解決手続き（ADR）」受付件

数は、「契約内容」について新規で 1

件受付、前年度第 1 四半期比 2 件の

減少となりました。 

 

（単位：件）

2024年度
第１四半期計

2025年度
第１四半期計

増減 4月 5月 6月

契約内容 3 1                -2 -              1            -            

融資関連 - -                - -              -            -            

合　計 3                1                -2 -              1            -            
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Ⅲ．活動状況（本部貸金業相談・紛争解決センター） 

2025年 4月～6月 
4 月 16 日 第 42 回金融 ADR 協議会 

4 月 22 日 消費者信用関係団体懇談会 

4 月 23 日 金融庁との意見交換会 

5 月 8 日 松戸市児童生徒課での出前講座 

5 月 20 日 東京都多重債務問題対策協議会貸金業部会 

6 月 13 日 東京都多重債務問題対策協議会 

6 月 18 日 協会員との情報・意見交換会 

6 月 19 日 金融庁：財務相談員研修 

6 月 23 日 金融トラブル連絡調整協議会 

6 月 25 日 東日本地区消費生活センター相談員との情報・意見交換会 

１.協会員との情報・意見交換会 

『協会員（お客さま対応部署）との情報・意見交換

会』には、7社 9 名（来協 4 社 5 名、Ｗｅｂ参加 3 社 4

名）の参加があり、各社の苦情受付状況の傾向や、障害

者差別解消法改正に伴う合理的配慮の提供に関する対

応、不正申込への対策などについて情報・意見交換が行

われました。 

 

 

 

 

２.東日本地区消費生活センター相談員との情報・意見交換会 

 

『東日本地区消費生活センター相談員との情報・意見

交換会』には、Ｗｅｂ会議により 22 団体 28 名の参加が

ありました。日本貸金業協会の令和 6 年度相談・苦情・

紛争受付状況や、金融経済教育・啓発活動及び金融リテ

ラシー向上コンソーシアムの活動状況について報告がさ

れた後、情報共有・意見交換が行われました。 
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３.金融トラブル連絡調整協議会 

 令和 7 年 6 月 23 日に、金融庁・消費者団体・自主規制機関・弁護士会・学識経験者・関係行政機関

で構成された第 67 回金融トラブル連絡調整協議会が開催されました。 

各指定紛争解決機関の手続実施状況（令和 6年度）は、次のとおりです。 

（注１）各指定紛争解決機関からの報告に基づき金融庁で作成。（注２）計数は速報値である。 

 

紛争受付課 手続実施基本契約 
紛争解決手続きに関すること 

相談・苦情に関すること 貸金業相談・ 
紛争解決センター 03-5739-3861 

03-5739-3863 

《協会へのお問い合わせ先》   URL  https:/www.j-fsa.or.jp 

※本誌は、日本貸金業協会と手続実施基本契約を締結した加入貸金業者向けの季刊誌です。 


